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静的圧入締固め工法は既設構造物の液状化対策工法として採用されているが，施工

に伴い生じる地盤隆起を適切に推定する必要がある．港湾空港技術研究所により提唱

された新たな予測法により，これまで困難とされていた地盤隆起量の推定が施工前に

可能となった．本研究では近年実施された施工事例を対象として新予測法を適用し，

地盤隆起量の予測精度向上について検討した． 
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1. はじめに 

静的圧入締固め工法（以下，CPG工法）は，低流動性モ

ルタルを高圧で地盤に圧入し地盤を締固める密度増大に

よる液状化対策工法の一つである．CPG工法は，無振動・

低騒音で，施工機械がコンパクトであること，硬質地盤

が存在しても容易に貫通し改良を必要とする層だけを改

良できることから，既設構造物の直近，直下の施工が可

能である．この特徴を活かして，近年では供用中の滑走

路や誘導路直下地盤の液状化対策工法として適用実績が

増えている． 

一方で，CPG工法はその特性として施工時の地盤隆起が

問題となることがあり，既設構造物への影響を考慮する

上で，事前に隆起量を把握することが求められるように

なった． 

これまで，地盤隆起については，施工の経験から影響

深度を５m程度とした上で，注入したモルタルと同体積の

円錐状の隆起が地表面に生じるとしていたが，実際の現

象をうまく説明することができなかった． 

近年，港湾空港技術研究所により，締固め工法の地盤

改良設計法の一つであるκ法を応用した地盤隆起量予測

法が提唱された．この予測法は，圧入変位が球状に伝搬

するという仮定に，累積せん断ひずみの概念から誘導さ

れた相対密度と圧入率の関係から，N値および細粒分含有

率等を地盤条件として考慮した地盤隆起量を算出するも

のである．本研究では，近年実施された新潟空港，東京

国際空港，福岡空港での CPG 工法の施工事例（福岡空港

は未舗装部の試験施工）を対象に，上記予測法を用いた

地盤隆起量の検討を行い，その特性を把握することで，

今後の予測精度向上のための課題を整理した． 

 

2.  隆起予測法の概要 

 港湾空港技術研究所により提唱された地盤隆起予測法

では，以下の３段階の過程に従って，施工による地盤隆

起量を算出する． 

① モルタル圧入による地盤変位の算出 

改良率および杭配置間隔から，注入ステップ毎の

モルタル量を算出し，同体積の球体半径を求める．

この球体半径を圧入による変位の基準とし，隆起算

出地点（地表面）までの距離に応じて地盤変位を算

出する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 従来の地盤隆起の考え方（左）とκ法を応用した地盤隆起量予測法（右）の比較 
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② 地盤条件（地盤の圧縮）の評価 

地盤条件により，杭間土の密度増加が異なるため，

土質に応じて変位の低減を行う必要がある．この変

位の低減を表す係数は圧縮補正係数ｃHCと呼ばれ，N

値および細粒分含有率FC，土被り（有効上載圧：σv’）

を条件とし，改良率との関係式により求められる．

一般的に，圧縮補正係数ｃHCはN値が小さいほど，ま

たは細粒分含有率が低い地盤ほど小さく，隆起が生

じにくくなる傾向がある． 

なお，改良率と杭間土の密度増加の関係は，パラメ

ータκによって関係づけられ，過去の施工実績から

パラメータκ＝2×10-0.008・Fcを一般値としている． 

 

③ 地表面隆起量の算出 

①で求めた地盤変位に②で求めた圧縮補正係数

ｃHCを乗じて，地盤条件による変位の低減を考慮し

た地表面隆起量を算出する． 

3. パラメータκに関する検討 

 予測に用いるパラメータκの一般値（κ＝2×10-0.008・Fc）

は，細粒分含有率FCが10％以上の比較的細粒分の多い地

盤の施工事例に基づいて設定されている．このため，FC

が 10％以下の砂地盤で用いるために十分なデータがそろ

っていなかった． 

本検討で施工事例の一つとした平成21年度新潟空港地

盤改良工事では，対象地盤が FC＝数％～10％の砂地盤か

らなるため，施工データからパラメータκを逆算し，細

粒分含有率FC が10%以下における値の妥当性を検証した．

パラメータκの算定は，締固めによる土圧係数Ｋ値（Ｋ

＝σｈ’/ σv’）の増加を考慮し，山崎ほか(2003)3)の方

法により行った． 

(1) パラメータκの算定結果 

 施工時の実施改良率と施工前後のN値（図-2左）を条

件とし，パラメータκを算定した結果，GL-8m付近を境

に，浅部ではκ=2.5程度，深部ではκ=10程度となった．

（図-2右） 

(2) 算定されたパラメータκの検証 

 平成21年度新潟空港地盤改良工事では，地表面の隆起

はほとんど発生しなかったため，地中変位計で計測され

た水平変位と比較することで，設定したパラメータκか

ら予測される地盤水平変位の妥当性を検証した． 

 本予測法により求めた水平地盤変位は，実測値とほぼ

一致しており，パラメータκの妥当性が示される（図-3）． 

 ここで施工データから算定されたパラメータκは，浅

部で一般的なκ（κ＝2×10-0.008・Fc）と比べて若干大きな

値となるが，ばらつきの範囲内にあるとみることができ

る．GL-8m付近を境として，深部では一般値と比べて非常

に大きなκ値を示しているが，事前のN値，事後のN  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2平成21年度新潟空港地盤改良工事における 

事前事後N値と算定されたκの深度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 予測法により求めた地盤水平変位と地中変位計で 

計測された水平変位との比較 

 

値増加ともに非常に大きいことから，圧入に対して浅部

とは異なる地盤挙動を示している可能性があると考えら

れる．（図-2） 

 以上の結果より，κを小さく設定した方が隆起量を大

きくなり，安全側の検討となることから，本予測法の適

用におけるκは，一般値（κ＝2×10-0.008・Fc）を適用して

問題ないと考える．ただし，施工にあたっては，隆起計

測管理を行い，予測値との比較検証を実施することが必

要である． 

4. 地盤条件と圧縮補正係数ｃHCの関係 

 改良域で体積圧縮が生じるとした場合の体積変化の比

を表す圧縮補正係数ｃHCは，改良率，細粒分含有率，原地

盤 N 値に依存し，特に，改良率・原地盤 N 値・細粒分含

有率が小さい時，各要因の変化に対して敏感に変化する．

各項目と圧縮補正係数の関係を表-1に示す． 
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表-1 地盤条件と圧縮補正係数ｃHCの関係 

地盤条件 
圧縮補正係数CHC 

小          大 

改良率as 
         

 

細粒分含有率 
FC 

         

 

原地盤N値          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 同地盤条件での改良率asの値 

の差による地表面隆起量の違い 

 

改良率による地表面隆起の違いについて検討した事例

の一つとして，杭配置1.7m間隔(正三角形配置)，改良深

度GL-3m～GL-20m（注入ピッチ0.333m），N値=５，細粒分

含有率Fc=10%とし，改良率をas=5%, 8%, 10%, 15%, 20%, 

25%に変えて計算した地表面隆起(地点別隆起に対応)を

深度分布図として図-4に示す．注入深度が深いところで

は地表面隆起はあまり生じておらず，GL-5ｍ付近以浅で

隆起量が急激に大きくなる．また，改良率の変化に対し

て隆起量は敏感に大きくなることが分かる． 

 

5. 地表の地盤隆起を抑制する要因 

このκ法を応用した予測法は，N値，細粒分含有率で

表される地盤の違いを考慮することができるものの，実

際に施工によって生じた地表面隆起量と予測値との間に

は差が生じることが多い． 

本研究で事例として取り上げた施工のうち，新潟空港，

東京国際空港では 予測値＞実測値，福岡空港では 予測

値＜実測値となった．この差の要因として，対象地盤の

土質のばらつきが考えられるが，予測の性質上，土質の

ばらつきに起因する誤差を取り除くことは困難であるこ

とから，地盤条件の設定において安全側の予測となるよ

う配慮することで対応せざるを得ない． 

小              大 
N値，FCが小さいほど敏感に反応 

小              大 

小              大 

N値，asが小さいほど敏感に反応 

一方で，施工条件に着目した場合，予測値＞実測値と

なった事例（新潟空港，東京国際空港）は舗装直下での

施工であり，予測値＜実測値となった事例（福岡空港）

は，舗装のない地点での施工であったという違いがある．

このことから，地盤変位を抑制する要因として舗装によ

る地表面の拘束効果がある程度働いていると考えられる． 

改良率asが小さいほど敏感に反応 
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仮に予測値と実測値の差をすべて舗装による地表面の

拘束効果として見込むと，新潟空港では（予測値：７mm）

-（実測値：１mm）= ６mm（比率にして，６mm/７mm=約85%），

東京国際空港では（予測値：52mm）-（実測値：27mm）= 25mm

（比率にして，25mm/52mm=約50%）の低減効果があったこ

とになる（図-5）． 

しかし，この低減率は一様ではなく，また（予測値）-

（実測値）のすべてが舗装による拘束を示すかどうかは，

現段階では不明である．したがって，今後，施工データ

を蓄積した上で再検討を実施し，舗装による地表面変位

の拘束効果を定量的に評価する方法を検討する必要があ

る． 

6. 施工時の隆起低減のためのその他の課題 

6.1 最小改良率の見直し 

地盤変位を最低限に収めるためには，目標とする地盤

改良性能を満たす範囲内で，必要な最小改良率の注入を

実施するようにしなければならない．このためには，必

要最小限の改良率と設計最小改良率との差を極力小さく

する必要がある．最小改良率を引き下げることにより，

不要な注入を減らすことになり，結果として地盤隆起の

抑制につながると考えられる． 

これまで，CPG工法の設計最小改良率は実績にもとづき

as = ８% 程度とされてきた．しかし，平成18年度に石狩

湾新港西地区で実施された実物大の空港施設を用いた液

状化実験や，本研究で対象事例とした新潟空港および東

京国際空港の施工では，改良率をas = ５% とした施工が

行われ，十分な改良効果が得られている．これらの施工

実績から，CPG 工法の最小改良率を as = ５% にまで引き

下げることが可能と考えられる， 

今後，技術マニュアル改訂や補足技術資料などを通し

て，設計最小改良率の見直しを行う必要がある． 
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図-5 地盤隆起の予測値と実測値の比較（左：東京国際空港の例，右：福岡空港の例） 

 

 
6.2 施工時の注入圧力管理 

地盤隆起を抑制するためには，地盤条件に応じた適切

な注入圧力を設定し管理することが必要となる．特に，

施工深度が浅く，土被りが小さい場合には，必要以上の

注入圧力をかけて注入を行うと地盤隆起を引き起こす可

能性が高い．土被りに応じた圧力管理値を設定できれば，

過大な注入を防止し地盤隆起を抑制する上で有効である． 

本研究で取り上げた施工のうち，新潟空港および福岡

空港では土被り（有効上載圧：σv’）と注入圧力の間に

比例関係が認められた． 

新潟空港では，施工を行った σv’＝100～170kN/m2の

範囲で，注入圧力 P ＝ 40×σv’(kN/m2) の関係が認め

られた（図-6）． 

福岡空港では，施工を行ったσv’＝ 65～95 kN/m2の範

囲で，注入圧力P ＝ 155×σv’-9000 (kN/m2) の関係が

認められた．しかし，この関係式では有効上載圧が約

58kN/m2の時に注入圧力P ＝ 0 MPaとなってしまうため，

今回の施工深度より浅い部分の注入圧力を推定するため

に適用することはできない． 

今後，有効上載圧や N 値などの地盤条件と注入圧力の

関係に着目して施工データを蓄積し，適切な注入圧力管

理の設定方法を確立する必要がある． 

 

7. おわりに 

 本研究では，近年施工された事例を用いて CPG 工法の

施工時隆起予測法の適用性を検証するとともに，その特

性を把握することで，今後の予測精度向上のための課題

を整理した．この結果，パラメータκは，一般値（κ＝

2×10-0.008・Fc）を適用することで，安全側に配慮した施工

時の地盤隆起量を推定可能であることが検証された． 

予測の精度を向上させるための今後の課題として， 

①舗装の拘束効果による隆起の低減の定量的な評価 

②設計における最小改良率の見直し 

③施工時の注入圧力と地盤条件との関係 

に留意した検討を進める必要がある． 

また，近年，隆起抑制に効果的な圧入方式として，繰

返し圧入（リバース併用方式）を適用した施工事例が増 
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図-6 有効上載圧と注入圧力の関係(新潟空港の例) 

 

えてきている．今後，標準的な施工方法となると予想さ

れるリバース併用方式を適用する場合の設計パラメータ

や隆起予測パラメータ等の確認を行う必要がある． 

これらの検討を進めることで，これまで施工時にしか

できなかった地盤隆起への対応を，設計段階から実施す

ることが可能になる． 
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